第２号様式（第５条関係）
サービス提供実績内訳書
（介護予防訪問サービス）
	事業所名
	



	サービス
項目コード
	サービス内容略称
	基本報酬単位数
	4月利用実績数
	合計基本報酬単位数

	
	
	4月
（改定）
	5月
（再改定）
	4月
（改定）
	5月
（再改定）
	4月
（改定）
	5月
（再改定）

	1111
	訪問型独自サービス１１
	1176
	1176
	人
	人
	
	

	2111
	訪問型独自サービス１１日割
	39
	39
	日
	日
	
	

	1211
	訪問型独自サービス１２
	2349
	2349
	人
	人
	
	

	2211
	訪問型独自サービス１２日割
	77
	77
	日
	日
	
	

	1321
	訪問型独自サービス１３
	3727
	3727
	人
	人
	
	

	2321
	訪問型独自サービス１３日割
	123
	123
	日
	日
	
	

	2411
	訪問型独自サービス２１
	235
	1176
	回
	人
	
	

	2421
	訪問型独自サービス／２２１
	261
	2349
	回
	人
	
	

	2431
	訪問型独自サービス／３２１
	287
	3727
	回
	人
	
	

	
	
	
	合計
	
	

	ただし書き適用※3
	あり　・　なし
	
	合計額（合計×10.21）
	
	

	補助額※4
	
	
	差額（5月－４月）
	


※1　4月実績数欄には4月（改定）、5月（再改定）それぞれにおけるサービスコード表の算定項目に準じた回数または人数を記載。
※2　合計基本報酬単位数欄には、4月（改定）、5月（再改定）それぞれの基本報酬単位数に対し、それぞれの4月実績数の値を乗じて得た単位数を記載。
※3　第4条ただし書き、「ただし、令和６年５月１日の再改定と令和６年４月１日の改定の基本報酬単位に、それぞれ加算及び減算を適用して算出した額の差が補助額を下回る場合は、その額を補助額とする。」に該当する場合は『あり』を、該当しない場合は『なし』を○で囲う。
※4　ただし書き適用が『あり』の場合のみ、ただし書きを適用したとき算出される額を記載。


第３号様式（第５条関係）
サービス提供実績内訳書
（介護予防通所サービス）
	事業所名
	



	サービス
項目コード
	サービス内容略称
	基本報酬単位数
	4月利用実績数
	合計基本報酬単位数

	
	
	4月
（改正）
	5月
（再改定）
	4月
（改定）
	5月
（再改定）
	4月
（改定）
	5月
（再改定）

	1111
	通所型独自サービス１１
	1798
	1798
	人
	人
	
	

	1112
	通所型独自サービス１１日割
	59
	59
	日
	日
	
	

	1221
	通所型独自サービス／２１２
	1798
	1798
	人
	人
	
	

	1222
	通所型独自サービス／２１２日割
	59
	59
	日
	日
	
	

	1121
	通所型独自サービス１２
	3621
	3621
	人
	人
	
	

	1122
	通所型独自サービス１２日割
	119
	119
	日
	日
	
	

	1113
	通所型独自サービス２１
	360
	1798
	回
	人
	
	

	1223
	通所型独自サービス／２２２
	360
	1798
	回
	人
	
	

	1123
	通所型独自サービス２２
	402
	3621
	回
	人
	
	

	1311
	通所型独自サービス／３１１
	1618
	1798
	人
	人
	
	

	1312
	通所型独自サービス／３１１日割
	53
	59
	日
	日
	
	

	1421
	通所型独自サービス／４１２
	1618
	1798
	人
	人
	
	

	1422
	通所型独自サービス／４１２日割
	53
	59
	日
	日
	
	

	1321
	通所型独自サービス／３１１
	3259
	3621
	人
	人
	
	

	1322
	通所型独自サービス／３１１日割
	107
	119
	日
	日
	
	

	1313
	通所型独自サービス／３２１
	324
	1798
	回
	人
	
	

	1423
	通所型独自サービス／４２２
	324
	1798
	回
	人
	
	

	1323
	通所型独自サービス／３２２
	362
	3621
	回
	人
	
	

	

	
	
	合計
	
	

	ただし書き適用※3
	あり　・　なし
	
	
	
	

	
	
	
	合計額（合計×10.14）
	
	

	補助額※4
	
	
	差額（5月－４月）
	


※1　4月実績数欄には4月（改定）、5月（再改定）それぞれにおけるサービスコード表の算定項目に準じた回数または人数を記載。
※2　合計基本報酬単位数欄には、4月（改定）、5月（再改定）それぞれの基本報酬単位数に対し、それぞれの4月実績数の値を乗じて得た単位数を記載。
※3　第4条ただし書き、「ただし、令和６年５月１日の再改定と令和６年４月１日の改定の基本報酬単位に、それぞれ加算及び減算を適用して算出した額の差が補助額を下回る場合は、その額を補助額とする。」に該当する場合は『あり』を、該当しない場合は『なし』を○で囲う。
[bookmark: _GoBack]※4　ただし書き適用が『あり』の場合のみ、ただし書きを適用したとき算出される額を記載。
